
【要旨】
　本研究は、マイクロブログのリツイートが企業の売上に影響を与えている現状を踏まえ
て、リツイートに対する影響要因を業種別に明らかにし、2時点間の変化について検証す
ることを目的としている。マイクロブログの研究は新しい領域であるため、ある時点の研
究知見が一般化し得るかといった外的妥当性の検証はほとんどされていない。そこで、購
入可能な有形財であるファーストフード、ファッション、パソコン・タブレットの3業種
18ブランドが含まれる投稿を2012年と2015年で1,842,710件収集し、リツイートに対
する影響要因を重回帰分析で明らかにして2時点間の変化を検証した。その結果、影響要
因は2時点間で大きく変化し、正の要因もあれば、負の要因もあることが明らかになった。
また、業種によってモデルも異なることがわかった。業種と時間の両側面で影響要因を考
察することで、Twitterの情報拡散機能の活用方法を提示した。

マイクロブログ、口コミ、テキストマイニング、重回帰分析、2時点間分
析

【Abstract】
　Retweets on Twitter and brands are cornerstones of the social media marketing field, 
and yet their factors affecting in different industries and longitudinal study have 
received relatively little attention. This study reveals which factors affecting retweets 
and validates yearly change between 2012 and 2015 by 3 industries such as fast-food, 
fashion, and computer device. The author applied multiple regression analysis using 
1,842,710 Twitter posts containing branding comments, sentiments, and opinions about 
18 brands. The research findings show that factors affecting retweets are largely 
divergent and are changing secularly. The results have substantial implications for the 
design and planning to amplify brand messages on Twitter.

Microblog, eWOM, Text mining, Multiple regression analysis, longitudinal 

analysis

キーワード

Keywords

2017年 3 月

37

リツイートに対する影響要因に関する2時点間の探索的研究
−3業種18ブランドのTwitterデータを用いた業種別分析−

青山学院大学大学院国際マネジメント研究科　太田　滋

投稿論文



1. はじめに

　多様なソーシャルメディアの中でも、マイクロブログは非常に情報拡散力が高いソーシ
ャルメディアである（Kaplan and Haenlein 2011）。マイクロブログの事実上標準となっ
ているTwitterの全世界における月間利用者数は3億1,700万人で、日本国内では2008年4月
から日本語のサービスが始まり、2016年9月時点の月間利用者数は2015年12月より14%増
えて4,000万人に達している1）。Twitterにはリツイート（Retweet）という情報拡散機能
がある（Xie, Tang and Wang 2015; Yang et al. 2010; Boyd, Golder and Lotan 2010; Liu, 
Liu and Li 2012）。リツイートとは、他者のツイートを再投稿することで、自分のフォロ
ワー全員に共有することができるTwitterの重要な口コミ拡散機能である。マイクロブロ
グにおける口コミ拡散は一次波及だけでなく、二次波及、三次波及と早いスピードで指数
関数的に情報拡散する（Kwak et al. 2010）。そのため、リツイートによる口コミが企業の
売上に影響を与える事例も出てきている。例えば、スターバックスコーヒージャパン社が
2014年7月に発売したストロベリーディライトフラペチーノは、リツイート数が3万件以上
となり、しばらく品薄になった2）。ハーゲンダッツジャパンは2014年に一部商品で展開し
ていたTwitter連動キャンペーンを2015年には全商品へ広げてキャンペーンを展開した。
このキャンペーンは毎回1万以上リツイートされて、店頭経由と同程度の新商品認知に繋
がった3）。Twitterは、自分が好きな人やブランドを能動的にフォローして情報収集する
ことから、他のソーシャルメディアと比較して消費者間の結びつきが強い。消費者にとっ
て影響力のある人からの情報は商品の購買意思決定に影響を与えるし、繋がりの強い人か
ら の 推 薦 は 商 品 選 択 に 大 き な 影 響 を 与 え る（Flynn, Goldsmith and Eastman 1996; 
Mochalova and Nanopoulos 2014）。企業がTwitterをマーケティングツールとして活用す
る場合、リツイートによる情報拡散を期待する（水野・高階・新保 2013）。Twitterの口
コミ拡散が企業の売上や認知に繋がるといった事象を受けて、リツイートに関する研究は
多く進んでいる。例えば、濱岡（2012）は、映画に関するリツイート回数の規定要因につ
いてポアソン回帰で分析を行い、テーマを特定する ｢#｣ および ｢RT（拡散願い）｣ がメ
ッセージに含まれるとリツイートされやすいことを明らかにした。企業とTwitterに関す
る研究が進んでいるのもの、そのほとんどは映画業界やピザ業界、高級ファッション業界、
小売業界など特定の業種に絞ったものが多く、異なる業種を横断した研究はほとんどない。
実務では、業種ごとにリツイートされる影響要因がどのように異なるのか、それをマーケ
ティングにどう活かすべきなのかといった個別の知見が求められているはずである。また、
その影響要因が時間軸でどう変化するのかといった検証は新しい研究領域のためほとんど
されていない。Twitterは2006年ごろから台頭した新しいコミュニケーションプラットフ
ォームであり、企業のマーケティングとして活用されてきたのは2008年ごろからである。
新しい研究領域であるため、その時点における研究成果の外的妥当性や、構成概念妥当性
が経年的変化に耐えうるのかといった頑強性（robustness）の検証が求められている。
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　このような問題意識により、本研究は、購入可能な有形財であるファーストフード、フ
ァッション、パソコン・タブレットの3業種18ブランドのデータを用いて、Twitterのリツ
イートに対する影響要因を重回帰分析で業種ごとに明らかにし、2時点間の変化について
検証する。2012年と2015年の2時点のデータを分析して、企業の売上や認知に影響を与え
ているTwitterのリツイートに対する影響要因を、業種と時間の両側面から考察する。
　本稿の構成は以下の通りである。まず企業のマイクロブログ活用に関する先行研究を概
観し、本研究で行うリツイートに対する影響要因の業種別分析や2時点間分析の必要性を
確認する。次いで、先行研究からの知見と限界を踏まえて、理論的枠組みを導出する。そ
して、2012年と2015年それぞれのデータで重回帰分析を行い、リツイートに対する影響要
因を業種別に明らかにした上で2時点間の変化について検証を行う。最後に、この研究か
ら得られた分析結果と考察、残された課題について述べる。

2. 企業のマイクロブログ活用に関する先行研究

　本章ではマイクロブログの中でも事実上標準となっているTwitterに焦点をあてて先行
研究を概観し、企業にとって重要なTwitterの口コミ拡散メカニズムであるリツイートに
対する影響要因を業種別に分析する重要性と、多くのソーシャルメディア研究において述
べられている長期的な2時点間の分析に関する必要性について説明する。
　Twitterに関する研究は2007年ごろから始まり、初期は誰が、どのような動機で、何を
投稿するのかといったTwitterの全体像を明らかにする研究が多かった（Krishnamurthy, 
Gill and Arlitt 2008; Java et al. 2007; Zhao and Rosson 2009; Weng et al. 2010; Golder and 
Macy 2011; 太田・岩井 2013）。Twitterの全体像が明らかになり、ユーザー数が増加する
に伴って、企業がどのようにTwitterを活用すればいいのかといった研究が進んだ。
Jansen et al. （2009）は、50ブランドが含まれる15万件の投稿を分析し、マイクロブログ
は企業のマーケティング戦略に有効なツールであることを示した。マーケティング戦略の
中でも、企業がTwitterを活用する目的は、ブランディング、売上、カスタマーサービス・
サ ポ ー ト、 商 品 開 発 の 四 つ に 区 分 さ れ る（Culnan, McHugh and Zubillaga 2010）。
Twitterを活用して顧客と共にブランディングや商品開発、カスタマーサービスなどの商
品価値を高めるような取組みは、顧客ベースのブランドエクイティ（Keller 2007）や、消
費者のブランド参加（Schmitt 2012）、サービスドミナントロジックにおける価値共創

（Merz, He and Vargo 2009）、 顧 客 中 心 の ブ ラ ン ド・ コ ミ ュ ニ テ ィ（McAlexander, 
Schouten and Koenig 2002）といった顧客を購入する立場として位置付けるのではなく、
顧客を価値創造する立場として位置付ける取り組みの一環である。Twitterを中心とした
ソーシャルメディアは顧客との長期的な関係を築くための有効なツールであり、価値共創
をより進化させている（Kim and Ko 2012; Risius and Beck 2015）。
　企業がTwitterを活用するときに、特に重要なのはリツイート（Retweet）という情報
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拡散機能を活用することである。消費者がソーシャルメディア上で口コミを拡散する行動
は、企業にとってマーケティング戦略やブランディングに重要な役割を果たしている

（Brown, Broderick and Lee 2007; Christodoulides, Jevons and Blackshaw 2011）。リツイ
ートを引き起こす要因に関する研究も多面的に行われている。消費者は、他者に伝えたい
と思う関心度合いが高いとリツイート行動を取り（Naveed et al. 2011）、リツイート行動
はユーザー、メッセージ、速報性によって引き起こされる（Hong, Dan and Davison 
2011; Yang et al. 2010）。リツイートの規定要因や口コミ拡散モデルは、情報発信者の要
因とメッセージ内容の要因という二つに大別されるが（濱岡 2012; Ding et al. 2013; 
Kawamoto and Hatano 2014; Serrano and Iglesias 2016）、リツイートは情報発信者とい
う人の要因ではなく、メッセージ内容や投稿内容に対する共感によって引き起こされるこ
とが多い（Cha et al. 2010; Xie, Tang and Wang 2015）。このように、一般的な消費者の
リツイート行動に関しては多くの研究がなされているが、企業がTwitterのリツイート機
能をマーケティング戦略の一環として活用することに着目した研究は少ない。Chu and 
Sung（2015）は商品名が含まれるリツイート行動を分析したが、リツイートされるのは
ユーザーがフォローしているブランド数とTwitterを使っている期間が長いかによって決
まるという結論で、投稿内容に着目したものではなかった。また分析対象も235人の学生
に対してアンケートを行っただけだった。Kim, Sung and Kang（2014）も企業や商品の
アカウントをフォローしているユーザーのリツイート行動を分析し、企業や商品のアカウ
ントをフォローしていないユーザーよりも、フォローしているユーザーの方がリツイート
することを示した。この結果は、これまでのTwitterユーザーのリツイート行動を確認す
るだけに留まっており、また分析対象も315人の消費者にアンケートを行ったものだった。
Zhang, Jansen and Chowdhury（2011）は、Twitterユーザー 96,725人が発信した164,478
件の投稿内容を分析したが、リツイートは消費者のブランドに対するエンゲージメントの
表れであることを確認しただけだった。また、企業のマイクロブログ活用に関するほとん
どの研究がピザ業界や映画業界、高級ファッション業界、小売業界など特定の業種に絞っ
たもので（Aladwani 2015; Asur and Huberman 2010; Culotta 2013; He, Zha and Li 2013; 
Hennig-Thurau, Wiertz and Feldhaus 2015; Kim and Ko 2012; McCarthy et al. 2014; Rui, 
Liu and Whinston 2013; Smith, Fischer and Chen 2012; Wong, Sen and Chiang 2012）、
異なる業種を横断した研究はほとんどない。実務では、業種ごとにリツイートされる影響
要因がどのように異なるのか、それをマーケティングにどう活かすべきなのかといった個
別の知見が求められているはずである。リツイートの絶対数は業種やブランドによって大
きく異なるため、企業がリツイートの絶対数を増やすことは困難である。例えば、有名ブ
ランドではリツイート数が多くなるのは当然である。企業が知りたいことは、口コミ拡散
において重要なリツイートの発生率をどのようにして高められるかである。Twitterの情
報発信者は匿名性が高いため、プロフィールは通常記入されていないことが多い。また、
記入されていてもその信憑性を確かめる方法がない。そのため、本研究においてはリツイ
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ートの発生率に影響を与える要因をメッセージ内容に絞って業種別に分析する。Twitter
のリツイートに対する影響要因を業種別に明らかにすることは、企業のマーケティング担
当者がTwitterを使ったマーケティングにおいて何を工夫すれば良いのかという実務上の
示唆を得ることにも繋がる。
　一方、ソーシャルメディアは2006年ごろに登場した新しいメディアであり、その歴史の
浅さから実証研究の追試が十分に行われておらず、多くのソーシャルメディア研究で長期
的な研究が必要であると説かれている。その理由は、ソーシャルメディアにおける、コミ
ュニティの質的変化、口コミ内容の変化、ブランドとユーザーの関係性変化という三つの
変化があるからだと考えられている。
　コミュニティの質的変化とは、時間が経つにつれてコミュニティを構成するユーザー同
士の相互作用が活発化し、コミュニティの質が変化することである。当初は関係性が希薄
だったソーシャルメディア上のコミュニティが、会話や議論をしていくうちに密な関係性
を構築していき、複数の小さなコミュニティに変化していくことが確認されている

（Dholakia, Bagozzi and Pearo 2004）。また、コミュニティの中でも、特にブランド・コ
ミュニティは長期的な研究が必要とされている。ブランド・コミュニティとは、特定の企
業ブランドのファンで形成される地理的な枠組みを超えた社会的関係である（Muniz and 
O’Guinn 2001）。ソーシャルメディア上のブランド・コミュニティが、ブランド・ロイヤ
ルティにどのような効果があるのかを長い期間をかけて観察する重要性が指摘されている

（Laroche, Habibi and Richard 2013）。Twitter研究でも、ブランド・コミュニティ内にお
ける消費者エンゲージメントを単発の分析ではなく長期的な分析（longitudinal analysis）
を行う必要性も指摘されている（Kim, Sung and Kang 2014）。
　口コミ内容の変化とは、ソーシャルメディア上の口コミ内容が時間経過とともに動的に
変わっていくことである。一般に、ソーシャルメディア上の口コミ内容は、初期段階で少
数意見が誇張され、その後は意見の多様性が拡大し、また、専門家のネガティブな意見が
多くなることで、多数派の中間的な意見が減り極端な意見が多くなる（Moe and 
Schweidel 2014）。ただ、具体サービス上での口コミ内容の変化は、ほとんど研究されて
いない。Facebookを対象にしたde Vries, Gensler and Leeflang（2012）の研究では、ブ
ランドに対する投稿が他者からのコメントによって動的にどう変化するかが今後の課題で
あると指摘している。また、Twitterのトレンドを分析したNaaman, Becker and Gravano 

（2011）の研究でも時間軸の特徴を分析することが必要だと述べている。
　ブランドとユーザーの関係性変化とは、ソーシャルメディアのユーザー数や活用する企
業数の増加によって、ブランドとユーザーの関係性が変化していくことである。例えば、
2009年にはBusiness Weekの100 Best Global Brandsのうち16.67%のブランドしかソーシ
ャルメディアを活用していなかったが（Peters and Salazar 2010）、2011年には64%まで
増えており、それに伴ってブランドとユーザーの関係性も経年で観察する必要がある

（Araujo and Neijens 2012）。イギリスフットボールクラブのFacebookとTwitterの公式ア
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カウントを事例研究として観察したMcCarthy et al. （2014）の分析でも数年にわたってブ
ランドとファンや会員、顧客の関係を観察していかなければ頑強な結果が得られないとし
ている。ソーシャルメディアにおけるブランドとユーザーの関係性を研究する上では長期
間にわたって観察することが必要である（Hollebeek, Glynn and Brodie 2014）。
　これまで、長期的な分析（longitudinal analysis）は、テレビ広告効果やブランド・コ
ミットメント効果、ニュース記事の露出効果などで多面的に行われてきたが（寺本・西尾 
2012; 竹内・西尾1996; Yanovitzky and Stryker 2001; Casswell and Zhang 1998）、ソーシ
ャルメディアの口コミに関する長期的な分析は行われることが少なかった。多くの研究で
ソーシャルメディア研究の経年的変化や長期間にわたる分析の必要性が指摘されているも
のの、未だにその研究が進んでいないのは、ソーシャルメディアが登場してからまだ歴史
が浅く、特にソーシャルメディアにおけるユーザーとブランドの関係に絞った研究は、ソ
ーシャルメディアの普及後に始まったこともあり、より新しい研究領域であることが大き
な要因となっている（Araujo and Neijens 2012; McCarthy et al. 2014; Kim, Sung and 
Kang 2014）。そこで、本研究では2012年と2015年の3業種18ブランドが含まれるTwitter
データを用いて、リツイートに対する影響要因について業種別に分析し、2時点間の変化
を検証する。

3. 理論的枠組み

　本研究では、先行研究を踏まえて、リツイートに対する影響要因を、実利性、双方向性、
公式性、コミュニティ性、投稿内容の感情性（ポジティブとネガティブ）の六つに設定し
た。また、季節ダミーを入れた。Twitter利用者の男女比は男性52%、女性48%でほぼ同
率であり、年代は、多い順に20代32%、30代21%、15-19歳19%、40代15%、50-64歳13%で
10代から40代を中心に幅広く使われている4）。国内の月間アクティブユーザー数も4,000万
人いることから、性別や年齢別、地域別による影響はないと考えられる。一般的に消費者
のブランドに対する態度や情報処理は、個々のブランドによって変わることがわかってい
る。Bettman（1979）は、商品の関与水準によって、消費者のブランドに対する態度が変
わることを明らかにした。消費者の態度が形成される過程は中心的態度変化と周辺的態度
変化の二つが存在し、ブランドや広告メッセージに対する動機づけによって消費者の情報
処理も変わる（Petty, Cacioppo and Schumann 1983）。太田・岩井（2013）は、マイクロ
ブログにおける口コミ情報が業種によって異なることをクロス表によるカイ二乗検定で実
証的に明らかにした。このようなことから、リツイートに対する影響要因も業種によって
異なると考えられる。
　また、前章の先行研究でみてきた通り、ソーシャルメディア上には、コミュニティの質
的変化、口コミ内容の変化、ブランドユーザーの関係変化があることから、リツイートに
対する影響要因は2012年と2015年の2時点で変わると考えられる。日本法人ができた2011
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年3月時点のTwitterの月間アクティブユーザーは670万人だったのに対して、2016年9月は
4,000万人に達しており、5年半で約6.0倍に増加している1）。ソーシャルネットワークでは
ユーザー数が増えるにつれて、ユーザーによって様々なグループが作られ、その中でユー
ザーは、ある程度の自己開示を行い、お互いの信頼関係を緩やかにつくり、価値ある情報
を共有しようとする（Lai and Turban 2008; Stutzman 2006）。また、ユーザーは、ソー
シャルメディアを使うにつれて、感情的ニーズ（emotional needs： fun/entertainment）、
認識的ニーズ（cognitive needs： information）、社交的ニーズ（social needs： personal）、
習慣的ニーズ（habitual needs： habits）が増えていくことがわかっている（Wang, 
Tchernev and Solloway 2012）。その中でも、若年層は特に社交的ニーズや社会関係資本
に対するニーズが強い（Harridge-March et al. 2010; Steinfield, Ellison and Lampe 2008）。
一方、ソーシャルメディアの中でもユーザー同士が結びつかないWikipediaのユーザーは
感情的ニーズと認識的ニーズが高く、社交的ニーズが低い（Nov 2007）。若年層が多く、
ユーザー同士の相互作用がリアルタイムに行われるTwitterにおいては、時間が経つにつ
れて緩やかに相互の結びつきが高まり、他者との社交的ニーズを満たす価値ある情報を共
有する傾向が出てくると考えられる。本研究では、2012年と2015年の2時点間でリツート
に対する影響要因を重回帰分析で業種別に明らかにし、その2時点間の変化について検証
する。図1は本研究の理論的枠組みを示したものである。

図1　リツイートに対する影響要因に関する2 時点間比較の理論的枠組み

　次に、それぞれの変数について説明する。

実利性
　割引券やキャンペーンといった消費者に実利をもたらす情報は、リツイート率を高める
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要因と考えられる。Holmes and Lett （1977）は、無料のサンプリングプロモーションが
ブランドの口コミを誘発する効果があると示した。また、クーポンや無料サンプルなどの
販促用特典はブランドに対する口コミを増やす要因になっている（Berger and Schwartz 
2011）。本研究では、投稿内容にクーポンやセール、割引情報が含まれることを実利性と
する。

双方向性
　ブランドと消費者の双方向コミュニケーションはリツイート率を高める要因と考えられ
る。インターネット広告における双方向性とは、コミュニケーションメディア上のブラン
ドと消費者の相互作用を指す（Liu and Shrum 2002）。Twitterの投稿は文字だけでなく、
企業のWebサイトのURLを貼り付けることもできる。Suh et al. （2010）は、リツイート
と強い相関関係があるのはURLかハッシュタグが含まれる投稿内容であることを明らか
にした。本研究では、投稿の中に外部Webサイトに飛ぶURLリンクが含まれていること
を双方向性とする。

公式性
　ソーシャルメディア上に企業の公式アカウントがあることは、リツイート率を高めると
考えられる。Kim, Sung and Kang（2014）は企業の公式アカウントをフォローしている
ユーザーのリツイート行動を分析し、公式アカウントをフォローしていないユーザーより
も、フォローしているユーザーの方がリツイートすることを示した。Zhang, Jansen and 
Chowdhury（2011）は9つの公式アカウントを観察し、1,142件のリツイートのうち91.94%
は公式アカウントからの情報だったことを明らかにした。商品の詳細や、公式Webサイ
トへのリンク、商品の写真や動画があるとリツイートが高い確率で起こることがわかって
い る（Araujo, Neijens and Vliegenthart 2015）。 ま た、Muntinga, Moorman and Smit 

（2011）は消費者がソーシャルメディアを利用するのはブランドに関連する情報を取得す
るためであることを示した。これらの研究から、公式アカウントがあるとリツイートされ
やすいと考えられる。消費者がリツイートするには信頼性ある情報が重要である（Liu, 
Liu and Li 2012）。本研究では、企業が公式アカウントを保有しているかどうかを公式性
とする。

コミュニティ性
　消費者同士がブランドに関する共通の話題で対話することは、リツイート率を高めると
考えられる。Boyd, Golder and Lotan（2010）は、消費者がリツイートするのは投稿内容
だけでなく、友人との対話を楽しむためでもあるとした。共通の話題を持つオンラインコ
ミュニティに対する消費者の参加意欲は高い（Dholakia, Bagozzi and Pearo 2004）。水野 

（2014）は、ブランド・ロイヤルティが高い消費者たちのコミュニティを維持し、意見を
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汲み上げていくことが企業にとって重要であると述べた。Twitterには、ハッシュタグと
呼ばれる機能があり、投稿内に「#」記号を入れて投稿すると、その記号つきの発言が検
索画面などで一覧できるようになる。ハッシュタグはTwitterの中で同じイベントの参加
者や、同じ興味を持つ消費者をコミュニティ化する（Small 2011）。本研究では、投稿に
ハッシュタグが含まれているかをコミュニティ性とする。

投稿内容の感情性
　投稿内容のポジティブやネガティブな意見はリツイート率に影響する。消費者が企業の
商品やブランドについて語る際は、ポジティブな感情、ニュートラルな感情、ネガティブ
な感情を伴って投稿している。Lin and Pena（2011）やNaveed et al.（2011）は、感情表
現が入っている投稿はリツイートされやすいことを明らかにした。ポジティブな口コミは、
他の消費者に企業の商品やブランドに対してポジティブな影響を及ぼし（Gruen, 
Osmonbekov and Czaplewski 2006）、ネガティブな口コミは、消費者の商品やブランド
に対する態度をネガティブにする（Chevalier and Mayzlin 2006; Dellarocas, Zhang and 
Awad 2007）。本研究では、投稿内容の感情性をポジティブな投稿とネガティブな投稿に
それぞれ切り離した上で変数を設定する。

コントロール変数
　リツイートは時間的な要因も影響することがわかっている（Peng et al. 2011）。本研究
はデータ収集期間を約6カ月間としていることから、季節ダミーをコントロール変数とし
た。

4. 分析方法

4.1　分析対象とデータ
　Twitterは言語や国を超えてグローバルなマーケティングツールとして使えるのと

（Fortin et al. 2011; Takhteyev, Gruzd and Wellman 2012）、ソーシャルメディアが企業の
売上にも影響している事例が出てきていることから（Stephen and Galak 2012）、分析対
象はブランド戦略サーベイ5）やブランド・ジャパン6）、BEST GLOBAL BRANDS7）とい
ったブランドランキングを参考に、購入可能な有形財であるグローバルブランドとし、フ
ァーストフード、ファッション、パソコン・タブレットの3業種18ブランドとした。ブラ
ンドの選定は、同じ業種で複数の事例を選定でき（Yin 2008）、また対極にある業種も選
定する（Pettigrew 1990）という事例研究の先行研究を踏まえて選定した。ここで想定さ
れる母集団はある程度知名度が高いグローバルに展開しているブランドである。表1は分
析対象の3業種18ブランドを一覧化したものである。
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表1　分析対象の業種およびブランド名

4.2 データ収集
　2012年と2015年のTwitterデータを用いて各ブランド名が含まれる日本語の投稿を収集
した。データ収集期間はJansen et al.（2009）のTwitter研究で4月から7月までの5ヶ月間
を対象としていたことを参考に、2012年3月3日から8月31日と、2015年3月1日から8月31日
で同時期の6カ月間とした。2012年はTwitterAPIから各ブランド名が含まれる投稿を全量
データで収集した。2015年はTwitterAPIの仕様変更により全量データを収集することが
できなくなったため、全量の10%サンプルデータを収集した。そのため収集した投稿数は
2012年が1,526,237件で、2015年は316,473件となった。

4.3 分析モデル
　本研究はリツイートに対する影響要因を分析することから、従属変数をリツイート率、
独立変数をリツイートに対して影響を与えると考えられる実利性、双方向性、公式性、コ
ミュニティ性、ポジティブな投稿、ネガティブな投稿という六つの変数とした重回帰分析
とする。各月のツイート数に対する割合データを用いて重回帰分析を行った。モデル式は
下記とする。

　
　
　添え字の i はブランド、 t は月を表わす。
　表2にて各変数におけるデータを説明する。
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表2　各変数におけるデータの定義

　各変数のデータは、2012年と2015年それぞれの投稿内容から変数ごとの実数を測定し、
各月のツイート数に対する割合を求めた。実利性、双方向性、コミュニティ性、投稿内容
の感情性は、高村・乾・奥村（2006）による単語感情極性対応表8）を参考に、Twitterで
見られる独特の口語表現を踏まえてテキストマイニング用の辞書を作成した。Twitterは
140文字以内の短文で投稿するため、標準的な文語体ではなく、独特の口語表現を用いて
いる特性がある。 実際に投稿を観察すると、「コーラうま≧▽≦」や「スタバの店員すご
^o^」といった独特の口語表現が見受けられた。テキストマイニングツールはフリーウェ
アのTTM（TinyTextMiner）9）を用いた。表3はテキストマイニング用の辞書である。

表3　テキストマイニング用の辞書
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5. 分析結果

　まず、リツイートの発生率が2時点間で変化したのかを確認するために業種別のツイー
ト数に対する各変数の出現率を算出した。表4は3業種ごとのツイート数に対する各変数の
平均出現率をまとめたものである。
　全業種における2012年の平均リツイート率は10.45%で、2015年は16.19%だった。2012年
より2015年の方がリツイート率は約6ポイント増加した。業種別に平均リツイート率をみ
ていくと、ファーストフードは2012年6.30%に対して2015年10.19%と4ポイント増加し、フ
ァッションは2012年13.15%に対して2015年23.29%と10ポイントの増加、パソコン・タブレ
ットは2012年11.90%に対して2015年15.08%と3ポイント増加しており、全業種でリツイー
ト率が増加していることが確認できた。

表4　業種別のツイート数に対する各変数の平均出現率

　次に、重回帰分析によってリツイートの影響要因を業種別に明らかにし、その後2時点
間で影響要因の変化について検証する。本研究は、リツイートの影響要因を消費者行動の
実態に沿って観察する試みのため、まずは独立変数について強制投入法を用いて分析を行
った。しかし、ほとんどの時点および業種でVIF最大値が10を超えており、唯一VIF最大
値が10以下だった2015年のファーストフードも双方向性の標準偏回帰係数が1を超えてい
た。一般的にVIF値が10以上だと多重共線性が疑われ、正しい回帰係数が算出されないた
め（Neter et al. 1996）、モデルの堅牢性を高めるために多重共線性が疑われる変数を業種
ごとに一つずつみていく。表5は強制投入法で行った重回帰分析の結果である。
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表5　強制投入法による重回帰分析結果の2時点間比較

　2012年のファーストフードは、公式性（page）のVIF値が15.447と最も高く、公式性と
コミュニティ性（hash）の相関係数が.733と強い正の相関が確認できた。2015年のファー
ストフードは、双方向性（http）の標準偏回帰係数が1を超えており、双方向性とネガテ
ィブな投稿（neg）の相関係数が.516だった。2012年のファッションは、ネガティブな投
稿（neg）のVIF値が24.069と最も高く、ネガティブな投稿とポジティブな投稿（pos）の
相関係数が-.957と非常に強い負の相関が確認できた。2015年のファッションは、双方向性

（http）のVIF値が10.179と最も高く、双方向性とネガティブな投稿（neg）の相関係数が
.895と強い正の相関が確認できた。2012年のパソコン・タブレットは、ポジティブな投稿

（pos）のVIF値が26.280と最も高く、ポジティブな投稿と公式性（page）の相関係数が
.938と非常に強い正の相関が確認できた。2015年のパソコン・タブレットは、双方向性

（http）のVIF値が15.513と最も高く、双方向性とポジティブな投稿（pos）の相関係数が
.743と強い正の相関が確認できた。この通り、強制投入法による重回帰分析はモデルの妥
当性が低く、分析結果の正当性が担保されないため、多重共線性の原因となっている変数
を除外したモデルを新たに作成した。具体的にはVIFが最も高い変数もしくは標準偏回帰
係数が1を超えている変数を除外した。次より、変数を調整したモデルの分析結果をもとに、
リツイートに対する影響要因を業種別に明らかにし、2時点間の変化について検証する。
表6は変数選択を行った重回帰分析の結果である。
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表6　変数選択による重回帰分析結果の2時点間比較

　分析の結果、リツイートに対する影響要因は2時点間によって大きく変化し、正の要因
もあれば、負の要因もあることがわかった。さらに影響要因のモデルは業種ごとに異なる
ことも明らかになった。以下では10%水準で有意な変数の標準偏回帰係数を検証する。フ
ァーストフードでは、2012年に双方向性が-.361、コミュニティ性が.611で、公式性が除外
された。2015年では実利性が.337、コミュニティ性が-.284、ネガティブな投稿が-.360で、
双方向性が除外された。このようにファーストフードでは、2012年と2015年でモデルが変
わり、コミュニティ性は2012年に正の影響要因だったが、2015年には負の影響要因になっ
た。ファッションでは、2012年に実利性が.375、ポジティブな投稿が.519で、ネガティブ
な投稿が除外された。2015年では実利性が-.232、ネガティブな投稿が-.887で、双方向性が
除外された。また、2012年時点ではファッションの7ブランドのうちTwitterの公式アカウ
ントがあったのは5ブランドだったが、2015年時点では全7ブランドが公式アカウントを保
有していることを確認したため公式性も除外した。このようにファッションでも、2012年
と2015年でモデルが変わり、実利性は2012年に正の影響要因だったが、2015年には負の影
響要因になった。パソコン・タブレットでは、2012年に公式性が-.822、ネガティブな投稿
が.249で、ポジティブな投稿が除外された。2015年では実利性が-.459、公式性が.727、ネ
ガティブな投稿が.681で、2012年と同様ポジティブな投稿が除外された。このようにパソ
コン・タブレットでは、2012年に負の影響要因だった公式性が2015年には正の影響要因に
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変化した。また、ネガティブな投稿は2012年と2015年で正の影響要因のまま変化がなかっ
た。季節性では、2012年のパソコン・タブレットのみ10%水準で有意で正の影響があり、
他は全て有意でなかった。なお、重回帰式の自由度修正済み決定係数はファーストフード
の2012年が.805、2015年が.177、ファッションの2012年が.418、2015年が.566、パソコン・
タブレットの2012年が.895、2015年が.578と、ファーストフードの2015年が相対的に低か
ったものの、他は一定の説明力を持つことも確認できた。変数を調整したため全てのモデ
ルでVIF最大値は10以下で多重共線性の問題はなく、堅牢性の高いモデルであることも確
認できた。
　以上の通り、業種によってリツイートに対する影響要因は異なり、2012年と2015年では
モデルも大きく変化することが新たにわかった。これまでの国内外における先行研究では、
コミュニティを示すハッシュタグや、他者の感情的な投稿がリツイートに正の影響を与え
るとされていたが（Xie, Tang and Wang 2015; Boyd, Golder and Lotan 2010; Suh et al. 
2010）、正の影響を与える要因と、負の影響を与える要因があることも明らかになった。
はじめは先行研究から導出した6つの変数を用いて分析を行ったが、多重共線性の問題が
あり、変数を除外しないとモデルの妥当性を担保できないこともわかった。

6. 考察

　本研究は、購入可能な有形財であるファーストフード、ファッション、パソコン・タブ
レットの3業種18ブランドのデータを用いて、リツイートに対する影響要因を業種ごとに
明らかにし、2012年と2015年の2時点間の変化について検証した。その結果、業種ごとの
リツイートに対する影響要因は2時点間によって大きく変化し、正の要因もあれば、負の
要因もあることがわかった。業種および時間によってモデルが変わることも明らかになっ
た。そこで、本章は検証結果について学術的および実務的の両側面から考察する。
　まず、2時点間における業種別のモデルの相違について考察する。6つの独立変数を強制
投入したモデルでは2012年および2015年の全ての業種でVIF最大値が10を超えているか、
標準偏回帰係数が1を超えており、モデルの見直しが必要だった。ファーストフードでは、
2012年に公式性とコミュニティ性で強い正の相関があった。He, Zha and Li （2013）は、
ピザ業界において公式アカウントから多く情報が発信されるとユーザーとのエンゲージメ
ントが高まることを示している。マイクロブログを活用し始めたファーストフードの企業
は公式アカウントを用いたTwitterキャンペーンを頻度高く行うため、そのキャンペーン
を基軸にブランド・コミュニティ（Muniz and O'Guinn 2001）が形成されやすい。その
ことで、公式性とコミュニティ性に強い正の相関があったと考えられる。2015年は双方向
性とネガティブな投稿に強い正の相関があった。Twitterは投稿に140文字という文字制限
があるためキャンペーンの概要はWebサイトのリンクを投稿に貼付する必要がある。フ
ァーストフードのキャンペーンに興味のないユーザーにとってはネガティブな感情になり
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やすいことから、双方向性とネガティブな投稿に強い正の相関があったと考えられる。フ
ァッションでは、2012年にネガティブな投稿とポジティブな投稿で非常に強い負の相関が
あった。一般的に、ソーシャルメディア上の口コミ内容は、初期段階で少数意見が誇張さ
れた後、意見の多様性が拡大するとされている（Moe and Schweidel 2012）。特にファッ
ションは個人の嗜好が強く反映される特性があるため、ネガティブな投稿とポジティブな
投稿に強い負の相関があったと考えられる。2015年は双方向性とネガティブな投稿に強い
正の相関があった。2015年のファッションにおいて、ツイート数に対する双方向性の出現
率は59.13%と、全業種平均の49.77%と比べても高い。Kim and Ko （2012）の研究によると、
ファッション業界のソーシャルメディアマーケティングでは、ブランド資産と顧客価値の
関係に負の影響があるとしている。ファッションブランドは世界観を表現するWebサイ
トのリンクを投稿に入れることが多いため、双方向性とネガティブな投稿に強い正の相関
があったと考えられる。パソコン・タブレットでは、2012年にポジティブな投稿と公式性
に強い正の相関があった。複数業種のブランド・コミュニティを研究したSchau, Muniz 
and Arnould（2009）によると、機能的価値が重要なインターネットデバイスメーカーの
公式ブランド・コミュニティは、ユーザーのブランドに対するポジティブな感情を育むこ
とを事例研究で明らかにした。こうしたことから、ポジティブな投稿と公式性に強い正の
相関があったと考えられる。2015年はポジティブな投稿と双方向性に強い正の相関があっ
た。Algesheimer, Dholakia and Herrmann （2005）は、自動車に関する欧州のブランド・
コミュニティを研究し、ユーザーのコミュニティに対するエンゲージメントが高まれば、
ブランド・ロイヤルティ意向も高まることを実証的に示した。パソコン・タブレット業界
は2012年に公式アカウントを中心としたポジティブなコミュニティが形成され、ブランド
に対するさらなる興味関心が高まり、ポジティブな投稿と双方向性に強い正の相関が生ま
れたと考えられる。こうしてみてきた通り、ファーストフードは2012年に公式性、2015年
は双方向性、ファッションは2012年にネガティブな投稿、2015年は双方向性、パソコン・
タブレットは2012年と2015年の両年でポジティブな投稿といったVIF値が高かった変数を
除外したモデルが必要になった。2時点間における業種別のモデルは画一的なものだと妥
当性が低く、堅牢性を担保するために一つずつ変数をみていくとモデルがそれぞれ異なる
ことが明らかになった。
　次に、業種ごとのリツイートに対する影響要因について2012年と2015年の2時点間の変
化について考察する。ファーストフードでは、2012年に正の影響要因だったコミュニティ
性が2015年には負の影響要因に変化した。また、2012年に負の影響要因だった双方向性は
2015年に有意な要因ではなくなった。さらに、2015年に実利性が有意な正の影響要因、ネ
ガティブな投稿が有意な負の影響要因になった。これはファーストフードのブランドに対
するコミュニティの質的変化が原因だと考えられる。消費財を取り巻く消費者のコミュニ
ティのことを消費財コミュニティ（consumption communities）という（Muniz and 
O'Guinn 2001; Thomas, Price and Schau 2013; Cova and Cova 2002; Thompson and 
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Coskuner-Balli 2007）。ファーストフードは2012年に消費財コミュニティが形成されたた
めコミュニティ性が正の影響要因となったが、時間が経つにつれて複数の小さなコミュニ
ティが形成され、2015年にはリツイート率を低減させる負の影響要因に変化したと考えら
れる。また、消費財コミュニティは成熟するにつれてユーザー同士の相互作用が活発化し、
他者にとって価値ある情報をネット上で他者と共有するようになる（McAlexander, 
Schouten and Koenig 2002; Muniz and O'Guinn 2001）。こうしたコミュニティの質的変
化によって他者にとって価値のある実利性はリツイートに対して正の影響要因になり、他
者にとって価値のないネガティブな投稿は負の影響要因となりリツイート率を低減させる
要因になったといえよう。2012年に負の影響要因だった双方向性は、先行研究の分析結果
とも一致している。濱岡 （2012）は、15本の映画に関する9,291件の投稿を対象に、リツイ
ートされた回数を従属変数としてポアソン回帰でリツイートの規定要因を明らかにした。
その結果、双方向性を示すhttpや@（メンション）が含まれる投稿、ポジティブな感情評
価が含まれる投稿は、有意な負の変数でリツートされにくい要因であることを実証的に示
した。リツイートに対する負の影響要因は、静的に捉えればリツイートされにくい要因で
あり、動的に捉えればリツイートの発生率を低減させる要因とみなすことができる。本研
究においては、リツイートの発生率を従属変数にしていることから動的に捉えることが妥
当といえる。2012年時点のTwitterにおける消費財コミュニティは、日本におけるTwitter
のサービス開始から4年程度しか経っておらず、コミュニティ内における社会関係はまだ
深くなかったため、他者の情報探索コストに負担をかけるURL付の投稿を示す双方向性
はリツイート率を低減させる負の影響要因になっていたと考えられる。このようにファー
ストフード業界では、コミュニティの質的変化が起こるため、他者にとって価値のある情
報をもとにしたキャンペーン設計を行うことがリツイートを活用したマーケティングには
有効であろう。
　ファッションでは、2012年に正の影響要因だった実利性が2015年には負の影響要因に変
化した。また、2012年に有意で正の影響要因だったポジティブな投稿は2015年に有意でな
くなり、2012年に有意でなかったネガティブな投稿が2015年には負の影響要因となった。
これは、ファッション業界においてTwitterを活用する企業数とユーザー数が増えたこと
に伴うブランドとユーザーの関係性変化が原因だと考えられる。2012年にTwitterの公式
アカウントがあったのは7ブランドのうち5ブランドだったが、2015年時点では全7ブラン
ドが公式アカウントを保有していた。また、公式アカウントのフォロワー数も非常に多く、
例えば2016年12月時点でユニクロは47.5万人、H&Mは22.1万人のフォロワーを抱えている。
コミュニティへの参加や相互作用はユーザーに楽しみや喜びといった情緒的な表出行為を
促し（Lin 2002）、ブランドに対する感情的コミットメントは口コミを促進するため（清水・
寺本・斉藤・井上 2012）、2012年はポジティブな投稿が正の影響要因だったと考えられる。
その後、ユーザー数の増加による相互作用によってブランドと自分の同一化がさらに進み、
ブランドに好意的な集団を高く評価する傾向がある（Abrams and Hogg 2006）ことから、
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2015年はブランドに対するネガティブな投稿がリツイート率を低減させる負の影響要因に
なったと考えられる。実利性が正の影響要因から負の影響要因に変化したのは、公式アカ
ウントのユーザー数が増え、公式アカウントから発信される情報にはクーポンやセールと
いった実利性ある情報が多いため、その情報をわざわざ他者にリツイートすることは他者
の情報負荷を高めてしまうためリツイート率を低減させる負の影響要因になったと考えら
れる。他者志向の社会的価値が重要であるファッション業界は、企業によるTwitterの活
用が一般的になり、公式アカウントのユーザー数も増え、ブランドとユーザーの関係性変
化が起こっている。そのため、これまでのクーポンやセール情報を多発するようなキャン
ペーン手法はリツイート率を低減させるため控えるべきといえるだろう。
　パソコン・タブレットでは、ネガティブ投稿は2時点間の変化がなく正の影響のままで、
2012年に負の影響要因だった公式性は2015年に正の影響要因に変化した。また、2012年に
有意でなかった実利性が、2015年には負の影響要因となった。パソコン・タブレットは比
較的高額で、消費者も長く商品を使う耐久消費財であり、購買に失敗したくないという動
機が働く。そのため、消費者のリアルなネガティブな投稿はリツイートされやすい正の影
響要因として2時点間でも変化しなかったと考えられる。公式性が負の影響要因から、正
の影響要因になったのは口コミ内容の変化が原因だと考えられる。電子書籍専用端末のブ
ランド・コミュニティ内でやり取りされた口コミ内容を分析した羽藤（2015）は、電子書
籍全般に関する知識や、電子書籍専用端末の機能的な比較といったブランド知識の共有が
ユーザー同士で行われていることを示した。機能やスペックの比較が重要なパソコン・タ
ブレットは、公式アカウントからの情報をリツイートするといった動機が生まれる。ユー
ザー数が少なかった2012年は、公式アカウントがメールマガジンのような一方的な情報チ
ャネルとしての役割しか果たしていなかったが、ユーザー数が増えた2015年は公式アカウ
ントを起点にブランド知識の他者共有が積極的になり、公式性が正の影響要因に変化した
と考えられる。2015年に実利性が負の影響要因になったのは、パソコンやタブレット業界
が製品ライフサイクルにおける成熟期を迎えたことが背景にあると考えられる。2014年末
の情報通信機器の普及状況10）をみるとパソコンの世帯普及率は78.0%、スマートフォンは
64.2%、タブレット端末は26.3%となっている。市場の成熟期には普及率の高さにより、多
様な製品が発売され、差別要素に複雑性が生じる。そのため、単なるクーポンやセールと
いった実利性は負の影響要因になったと考えられる。パソコン・タブレット業界では口コ
ミ内容の変化を踏まえて、公式アカウントから発信するきめ細かな情報が情報拡散におい
て重要といえる。
　以上の通り、コミュニティの質的変化、ブランドとユーザーの関係性変化、口コミ内容
の変化といったことが背景にあり、リツイートに対する影響要因は2時点間で要因そのも
のが変化したり、正と負の影響に変化があったりすることが新たにわかった。リツイート
に対する影響要因は業種および時間の両側面でみても画一的なモデルでないことも明らか
になった。実務においては、コミュニティの質的変化に着目して実利性をうまく活用する
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べき業種、業界内における公式アカウントの利用率やユーザー数に応じて負の影響要因に
留意するべき業種、製品ライフサイクルにおけるステージや、ユーザー同士のブランド知
識交換に着目して機能的価値について情報発信をした方がいい業種といった視点で、ソー
シャルメディア戦略を柔軟に変更することが企業に求められるだろう。

7. まとめと今後の課題

　本研究は、業種別のリツイートに対する影響要因について2時点間の変化を検証してき
た。情報拡散性の高いマイクロブログの研究を、学術的および実務的にも深めていく上で
残された課題を述べて本稿を締めくくる。
　第一の課題は、個人の影響力を内生変数としたモデル化である。本論文はリツイートを
消費者の口コミ行動として捉えているが、リツイートを社会的ネットワーク論として捉え
る視点も必要である。例えば、フォロワー数が多いユーザーと、フォロワー数が少ないユ
ーザーではリツイート率が変わるのか、ユーザー同士の信頼関係はどうリツイートに影響
するのかといった視点である。流行事の発端をつくり出すインフルエンサー（Martin 
1968）や、人と人の間に存在する親密性や緊密性といった社会関係資本（Coleman 1988; 
Bourdieu 1984）がリツイートにどう影響するのかを内生変数としてモデル化するといっ
たことである。実務においては、情報拡散を促すためにフォロワー数の多い有名人などを
起用して情報拡散させる手法が見受けられることを踏まえても、個人の影響力を内生変数
としてモデル化することは今後の課題といえよう。
　第二の課題は、マイクロブログ外の要因を外生変数として取り込むことである。例えば、
マスメディアやブログなど他のメディアプラットフォームも併せて分析の対象とすること
で、リツイートに対する影響要因についてより多面的に有用な示唆を導出できるだろう。
Twitterはパブリック・リレーションズを強化するために有効であることは明らかになっ
ており（Edman 2010）、テレビや新聞といったマスメディアのパブリシティと、Twitter
を含めたソーシャルメディアの口コミが企業の売上に影響することも明らかになっている

（Stephen and Galak 2012）。また、Twitterを含めた広告のメディアミックスが小売の売
上にどう影響したかといった研究も行われている（Danaher and Dagger 2013）。広告や
パブリック・リレーションズの観点で、Twitter以外のメディアプラットフォームも併せ
てリツイートに対する影響要因について研究することが求められている。ソーシャルメデ
ィアと他メディアの相乗効果に関する研究は幾つか始まっており（Danaher and Dagger 
2013; Kumar et al. 2016; Stephen and Galak 2012）、また、複数メディアを用いた相乗効
果 の モ デ ル 化 も 進 ん で い る（Naik and Raman 2003; Li and Kannan 2014; Lin, 
Venkataraman and Jap 2013）。マイクロブログ外の要因を取り込むことで、リツイート
に対する影響要因の理論構築がより頑強になるだろう。
　第三の課題は、ユーザーセグメントごとの分析である。マイクロブログのユーザーは、

2017年 3 月

55



黎明期にみられた10代から20代の若者だけでなく、10代から40代までと幅広くなっている4）。
10代と40代のメディア接触行動は大きく異なるであろうから、年代ごとにリツイートに対
する影響要因も異なると想定できる。幼少のころからスマートフォンやインターネットが
身の回りにあり、慣れ親しんできたデジタルネイティブ世代（Prensky 2001）は、小さ
な画面で写真や動画を閲覧することにも抵抗はなく、面白いと思った動画を友人にリツイ
ートすることも厭わないが、テレビに慣れ親しんでいる40代はマイクロブログ上で流れて
くる動画を長時間観るのに抵抗があるかもしれない。年代、性別、職業といったデモグラ
フィック属性のセグメントごとにリツイートに対する影響要因を分析することで、ブラン
ドのターゲットに沿ったマーケティング戦略の立案に活かせるだろう。ターゲットセグメ
ントごとに分析する際は、属性ごとにリツイートされた内容をTF.IDF（Leskovec, 
Rajaraman and Ullman 2014）やトピックモデル（Blei, Ng and Jordan 2003）などで質的
に分析するとリツイートされる特徴的な内容もセグメントごとに考察できるだろう。
　消費者行動やブランド戦略の観点からも、ソーシャルメディア研究のテーマはより広く、
深くなっている。企業の売上やブランディングに繋がるリツイートに対する影響要因を外
生的もしくは内生的な要因を広く扱うのか、ターゲットセグメントごとに深く分析してい
くかは、いずれにしても企業と消費者および消費者間の相互作用が重要である新たなマー
ケティングニーズに呼応していくことになる。

【注】
１）ツイッター、日本では絶好調　独自機能で成長率が世界一（2016年11月2日）
　　http：//www.asahi.com/articles/ASJC25HPLJC2ULFA02K.html
２）日経デジタルマーケティング 2015年3月号 5-6ページ
３）日経デジタルマーケティング 2016年3月号 9-10ページ
４）Twitter国内媒体資料より引用（2014年11月・2016年5月）
５）日経リサーチ社　ブランド戦略サーベイ
　　http：//www.nikkei-r.co.jp/domestic/branding/co-brand/
６）日経BPコンサルティング　ブランド・ジャパン
https：//consult.nikkeibp.co.jp/sp/brand-japan/
７）インターブランド社BEST GLOBAL BRANDS
　　http：//interbrand.com/best-brands/
８）単語感情極性対応表
　　http：//www.lr.pi.titech.ac.jp/~takamura/pndic_ja.html
９）TTM：TinyTextMiner βversion.
　　http：//mtmr.jp/ttm/
10）総務省平成27年版 情報通信白書
　　http：//www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc372110.html
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